
（様式①）

[教育委員会事務局] 15款5項2目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
特別支援学校　学校運
営振興費

211,392 202,490 210,876 202,232 516 258

2
小破修繕（特別支援学
校）

8,349 8,349 8,349 8,349 0 0

3
校地整備用小破修繕
（特別支援学校）

1,044 1,044 1,044 1,044 0 0

4
学校施設における感染
症対策教育環境向上事
業

43,200 21,600 0 0 43,200 21,600 ○

計 263,985 233,483 220,269 211,625 43,716 21,858

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度 増△減（４－３）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

在学者数
単位

人

本資料は、公正・適正に作成しました。 大塚　尚子 広瀬　貴生 後藤　沙恵

208,964 516 理科教育教材費の増

特別支援学校　学校運営振興費
（局執行）

事業スケジュール
４月：予算配当
６月末・２月末：流用

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

特別支援学校　学校運営振興費
（学校配当）

課長 係長 　経理

細事業合計 211,392 210,876 516

209,480

実績 13 13

1,912 1,912 0

目標 1,546 1,645 1,599 1,530 - - -

実績 1,546 1,522

学校数
単位

校

事業目的・効果
(必要性)

　教育活動に必要な経費を計上することにより、横浜の教育を支えます。
　各学校の予算について配当を行うことにより、学校長の権限と責任の下、一定の範囲内で自由に予算を使うことができ、各学校の特色
を活かした自主的・主体的な学校運営が可能になります。

根拠・データ等 事業指標を参照。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 13 13 13 13 - - -

事業概要 特別支援学校に必要な教材等の整備を行い、教育内容の充実を図ります。

事業開始年度 -

根拠法令・方針決裁等 学校教育法

決
算

176,722 166,315 176,615

172,427 162,338 173,809

211,392

194,834 162,677 202,232 202,490 202,490 202,490
予
算

201,534 169,377 210,652 211,392 211,392

0 258

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 516 258 0 0 0

0
令和３年度 210,876 1,944 0 5,000 1,700 202,232

単独事業

202,490
補助事業 0

令和４年度 211,392 2,202 0 5,000 1,700

区　分 金　額 国 県 寄附金 実習収入 市債 一般財源

2

事業名称 特別支援学校　学校運営振興費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 466 456

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

15-5-2
1事業区分

歳出予算科目 15 5

学級数
単位

級

目標 466 471 483 462 - - -

1



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 教育施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 小破修繕（特別支援学校）

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 5 2

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

8,349
補助事業 0

令和４年度 8,349

0
令和３年度 8,349 8,349

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

8,349

7,616 7,933 7,933 8,349 8,349 8,349
予
算

7,616 7,933 7,933 8,349 8,349

事業概要 学校建築物・建築設備に対する比較的小規模な修繕を行います。

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等

決
算

23,361 8,977 26,536

23,361 8,977 26,536

事業目的・効果
(必要性)

普通教室・特別教室・管理諸室及び屋内運動場の建物・設備で、比較的規模の小さな破損を配当予算で緊急修理することにより児童・生
徒の傷害事故等を未然に防ぎます。

根拠・データ等

学校数　13校

※修繕の必要性が低いため、新設校は築5年目まで減額を行う
（築4年目1校：左近山特別支援学校）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

小破修繕
（特支）

単位 目標 13 13 13 13 13 13 13

校 実績 13 13

単位 目標

実績

単位 目標

実績

8,349 0

事業スケジュール 年間を通じて、比較的小規模な修繕を行う

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

小破修繕（特別支援学校） 8,349

本資料は、公正・適正に作成しました。 奥村　誠 水橋　隆之 土屋　昭彦

細事業合計 8,349 8,349 0

課長 係長 管理

2



(様式②-1）

局 課

R 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 教育施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 校地整備用小破修繕（特別支援学校）

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 5 2

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

1,044
補助事業 0

令和４年度 1,044 0

0
令和３年度 1,044 1,044

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

1,044

712 712 777 1,044 1,044 1,044
予
算

712 712 777 1,044 1,044

事業概要 校庭及び校庭関連施設等修繕

事業開始年度 平成13年度

根拠法令・方針決裁等 市長の管理執行する教育事務等についての教育長の補助執行に関する規程、横浜市契約事務委任規則

決
算

1,733 941 2,077

1,733 941 2,077

事業目的・効果
(必要性)

スプリンクラー、校庭遊具、防砂ネットなど校庭及び校庭関連施設の緊急な修繕などを実施することにより、事故等を未然に
防ぎ、安心安全な環境を維持します。

根拠・データ等
学校数 12校

※浦舟特別支援学校を除く。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

校地整備用
小破修繕

(特別支援学校)

単位 目標 12 12 12 12 12 12 12

実績 12 12

単位 目標

実績

単位 目標

実績

1,044 0

事業スケジュール 年間を通じて、比較的小規模な修繕を行う。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

校地整備用小破修繕（特別支援学校） 1,044

本資料は、公正・適正に作成しました。 奥村　誠 末吉　直登 坂田　圭

細事業合計 1,044 1,044 0

課長 係長

3



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 総務
新規拡充 ■ 新規 □ 拡充

事業名称
学校施設における感染症対策教育環境向上事業
（特）

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号
15-5-2

2事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 5 2

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

21,600
補助事業 0

令和４年度 43,200 21,600

0
令和３年度 0 0

単独事業

0 21,600

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 43,200 21,600 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0
予
算

0 0 0 0 0

事業概要 横浜市立特別支援学校の感染症対策に係る経費

事業開始年度 令和２年度

根拠法令・方針決裁等 -

決
算

0 0 59,633

0 0 29,817

事業目的・効果
(必要性)

子どもたちの学習機会を保障するため、感染症防止資器材等の購入費など、学校施設における感染症防止対策を実施します。

根拠・データ等
国の実施要領に基づき、学校配当。
特別支援学校　3,600千円／校
高等部のみの特別支援学校　1,800千円／校

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

学校数
※義務教育学
校（前期）

単位 目標 13 13 13 13

校 実績 13 13

単位 目標

実績

単位 目標

実績

0 43,200
国の補助金がついたこと
による増

事業スケジュール
・令和４年４月１日　学校配当
・令和５年２月28日（予定）　学校から総務課へ実績報告書
・令和５年３月中旬（予定）　実績報告書を県へ提出

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

学校配当 43,200

本資料は、公正・適正に作成しました。 大塚　尚子 広瀬　貴生 後藤　沙恵

細事業合計 43,200 0 43,200

課長 係長
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